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【要旨】 

  近年、新潟県中越地震などの激甚な逆断層型地震が東日本で相次いで発生し、中山間地域に大きな被害を

及ぼしている。そこで、H20 年度から３カ年計画で地すべり地における地震時の地すべり発生危険度評価法

を提案するために本研究を開始した。H21 年度は H20 年度に引き続いて既往の地震時における地すべり災害

の実態把握と、地震による地すべり地の危険度評価法について検討した。前者については、善光寺地震で発

生した地すべりについて分析した。後者については、震源断層と地震により発生した地すべりとの関係及び

地震による地すべりの危険度評価要因について検討した。その結果、新潟県中越地震、能登半島地震など 5

つの激甚な地震における震源断層からの距離と地すべり発生との関係が明らかになり、地震時の地すべり発

生危険度評価範囲を示すことができた。また、新潟県中越地震と岩手・宮城内陸地震の事例をもとに、地す

べり地形を呈している斜面の地震時の地すべり発生危険度評価要因として、地すべり斜面の縁辺侵食率など

を用いた危険度評価法について示すことができた。  
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１.はじめに 

 近年、平成16年 10月の新潟県中越地震、平成19

年3月の能登半島地震、同年7月の新潟県中越沖地震、

平成20年の岩手･宮城内陸地震などの激甚な逆断層型

地震が頻発し、地震による地すべり災害が多発した。

これらの地すべりは、道路及びライフラインの寸断、

河道閉塞などを引き起こし、長期にわたり集落を孤立

させるなど中山間地に深刻な影響をもたらした。 

 そこで、本研究では、前述の４つの地震の他、善光

寺地震などの既往の地震により発生した地すべり災

害の実態把握を行い、既存の地すべり地形内で発生す

る地震時の地すべり危険度評価手法を作成し、第三紀

層地すべり地帯における地すべり危険箇所マップ作

成手法の提案を目指す。 

 H21年度は、H20年度に引き続いて既往の地震時に

おける地すべり災害の実態把握と、地震による地すべ

り地の危険度評価法について検討した。前者について

は善光寺地震で発生した地すべりについて分析し、後

者については震源断層と地震により発生した地すべ

りとの関係及び地震による地すべりの危険度評価要

因について検討した。 

２.研究目的 

 本研究の達成目標は、①第三紀層地帯における地震

による地すべり危険箇所マップ作成手法、②モデル地

域（新潟県上越地域など）における地震による地すべ

り危険箇所マップ試案、③地震による地すべり発生危

険箇所予測に必要な要因に関わる基礎的情報整備体制

などの提案である。 

３．研究方法及び結果 

 本研究は、地すべり地形を呈する箇所で、地震時に

大規模な土砂移動現象が発生する危険度を評価し、地

震による地すべりのソフト・ハード対策に役立てるこ

とを目的とする。そのため、ここでいう地すべりとは、

既存の地すべり地形内で発生する、社会的影響の大き

い大規模な斜面の移動と定義する。また、危険度評価

は既存の地すべり地形を評価単位とした。 

 危険度評価手法の構築には、①危険度評価範囲の設

定手法、②危険度評価要因、③総合的な危険度評価法

が必要となる。H21年度は、①として新潟県中越地震、

能登半島地震、新潟県中越沖地震、岩手･宮城内陸地震、

などの４つの地震を対象に、震源断層と地震による地

すべりの分布、規模の特徴、地すべりの分布と震度、

地表最大加速度分布との関係について調査した。また、

地震による地すべりは、震央と震源断層のいずれとの
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関連性が高いかを明らかにするため、地すべりの分布

と震央、震源断層からの距離との関係について調査し

検討を行った。この他、歴史地震である1847年の善光

寺地震（M7.4、逆断層型地震）により発生した地すべ

り分布の特徴と震源断層や震央との距離の関係につい

て分析し、前述の４つの地震についての分析結果との

適合性を検討した。また、②、③としては、縁辺侵食

率などの要因を用いた危険度評価法について検討し

た。   

3.1 逆断層型地震により発生した地すべりの分布と

規模の特徴 

3.1.1 調査対象範囲 

 図－１には、中越地震、中越沖地震、能登半島地震、

岩手･宮城内陸地震についての調査対象範囲を示す。

調査対象範囲は、各地震の震源域及びその周辺地域で

あり、各地震発生直後に空中写真が撮影された範囲と

した。 

 

図－１ 調査対象範囲 

3.1.2 研究方法 

地震による地すべりの分布、規模の特徴の解明につ

いては、震源断層モデルを用いて震源断層と地すべり

の分布、地すべりの最大長さの頻度を調べた。また、

地震動と地すべり発生との関係解明については、

地すべりが発生した範囲の包絡線と震度1)、地表最

大加速度2)との各関係、震央や震源断層からの距離

と地すべりの分布、規模との関係を調べた。なお、

最大加速度は三成分の合成値を用いた。  

ここで、地震による地すべりの分布図は、地震

発生後の空中写真の判読と現地調査を行い作成し

た。なお、中越地震による地すべりの分布図は、

国土交通省の判読結果3)を用いた。また、ここで扱う

「地すべり」は、移動体の層厚が比較的厚く、移動後

も移動体の原型がある程度保持されているもので、縮

尺1：20,000程度の空中写真で判読できるものとし、

明らかな表層崩壊や土石流は調査対象外とした。 

この他、地すべりと震源断層との位置関係は、図－

２に基づいて検討した。震源断層から地すべりまでの

距離は、地すべりの重心と震源断層モデル上端の地表

投影線との最短距離とした。また、震源断層モデルの

地表面投影範囲を断層面投影範囲とし、その内外の地

すべり発生状況についても比較した。なお、震源断層

から地すべりまでの距離は、２次元での距離計算を簡

単に行うことができるGISを用いて求めた。また、今

回対象とした地震については公表されている断層モ

デルの傾斜角は一定であるため、断層面上端の地表投

影線から地すべりまでの距離と断層面から地すべり

までの距離は比例関係となる。表－1には、ここで用

いた震源断層モデル4),5),6),7)を示した。 

 

図－２ 震源断層と地すべりの位置関係の模式図 

   表－１ 震源断層モデル一覧表 

地震名
長さ
（km）

幅
（km）

走向（°）
傾斜
（°）

断層型 出典

中越地震 24 16 N36E 53NW
北西向き
逆断層

Hikima and
Koketsu(2005)

能登半島地震 21.2 13.9 N55E 63SE
南東向き
逆断層

国土地理院
（2007）

中越沖地震 30 18 N38E 34SE
南東向き
逆断層

引間・纐纈
（2008）

岩手･宮城内
陸地震

42 18 N21E-N11E 41NW
北西向き
逆断層

Hikima
etal.,2008

3.1.3 研究結果 

3.1.3.1 地震による地すべりの分布 
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表－２には各地震による地すべりの判読結果を、図

－３～６には地すべりの分布を示した。図－３に示し

た中越地震については地すべりが362箇所で発生し、

その中において断層面投影範囲内で発生した地すべ

りは200箇所であり、全体の55.2％を占めた。断層面

投影範囲外で発生した地すべりについては、断層走向

に延長した方向では南西側に 41 箇所分布し全体の

11.3％（図－３中のA）を占め、北東側に15箇所分布

し全体の 4.1％（図－３中の B）を占めた。また、震

源断層の上盤側で発生した地すべりは350箇所で全体

の96.7％を占めたのに対し、下盤側で発生した地すべ

りは12箇所（全体の3.3％）と少なかった。この他、

図－３から大規模な地すべりは、上盤側に分布する傾

向が認められる。 

表－２ 地震による地すべりの判読結果 

図－３ 中越地震による地すべりの分布 

図－４に示す能登半島地震については、断層面投影

範囲内で発生した地すべりは２箇所であり、全体の

13.3％を占めた。また、震源断層の大部分は海底に位

置し、下盤側の海域部分の地すべり発生状況は不明で

ある。この他、調査範囲内で発生した地すべりは、13

箇所が上盤側に位置し、全体の86.7％を占めた。一方、

図－４ 能登半島地震による地すべりの分布

下盤側で発生した地すべりは２箇所であった。 

 

図－ 示し

 

箇所数
割合
（%）

箇所数
割合
（%）

箇所
数

割合
（%）

箇所数
割合
（%）

中越地震 362 200 55.2 162 44.8 350 96.7 12 3.3

能登半島
地震

15 2 13.3 13 86.7 13 86.7 2 13.3

中越沖地
震

18 9 50.0 9 50.0 18 100 － －

岩手･宮城
内陸地震

136 121 89.0 9 6.6 127 93.4 9 6.6

断層上盤側 断層下盤側

対象地震 全箇所数

断層面投影
範囲内

断層面投影
範囲外

５に た中越沖地震については、断層面投

影範囲内で発生した地すべりは９箇所と全体の

50.0％を占めた。また、断層面投影範囲外について

は、南西側に７箇所の地すべり（図－５中のA）が分

布し、全体の38.9％を占めた。一方、北東側について

は分布が認められなかった。この他、調査範囲内で発

生した地すべりは、18箇所全てが震源断層の上盤側に

分布していた。なお、海域となる震源断層下盤側の地

A：断層面投影範囲の南西延長の地すべり包絡範囲
B：断層面投影範囲の北東延長の地すべり包絡範囲
A：断層面投影範囲の南西延長の地すべり包絡範囲
B：断層面投影範囲の北東延長の地すべり包絡範囲

図－５ 中越沖地震による地すべりの分布 
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すべり発生状況は不明である。 

図－６に示した岩手・宮城内陸地震については、地

図－６ 岩手・宮城内陸地震による地すべりの分布 

すべりは136箇所で発生した。この内、断層面投影範

囲内で発生した地すべりは 121 箇所で全体の

89.0％を占めており、大規模な地すべりは断層面

投影範囲内に含まれている。また、震源断層の上

盤側で発生した地すべりは 127 箇所で全体の

93.4％を占めたのに対し、下盤側で発生した地す

べりは９箇所であった。 

以上の結果から、上述の４つの地震による地す

べりは、震源断層の上盤側で数多く発生し、全体

の85％以上を占めることが示された。 

3.1.3.2 震度、最大加速度と地すべりの分布 

各地震の本震の震度、地表３成分合成最大加速

度と地すべりの分布状況を調べた結果を以下に示す。 

図－７～10には、各地震の震度、最大加速度

分布と地すべりが発生した範囲の包絡線を示し

た。中越地震については、地すべりは震度５強

以上の分布域（図－７a)）、最大加速度500 gal

以上の分布域で発生した（図－７b)）。 

能登半島地震については、地すべりは震度５

強以上の分布域で発生し（図－８a)）、最大加

速度 200～500 gal の分布域で１箇所（全体の

6.7％）、500 gal 以上の分布域については 14

箇所（全体の93.3％）発生した（図－８b)）。 

中越沖地震については、地震による地すべり

は震度６弱以上の分布域で発生し（図－９a)）、

図－９b)に示したように最大加速度 200～500 gal の

分布域で１箇所（全体の 5.5％）、500 gal 以上の分

布域については17箇所（全体の約94.5％）発生した。 

岩手・宮城内陸地震については、図－10a)に示すよ

うに、全ての地すべりは震度５強の分布域で発生して

いる。また、図－10b)に示したように、地すべりは最

大加速度500 gal以上の分布域で発生した。 

図－７ 中越地震の震度、最大加速度分布と地震によ   

※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。

a)震度分布 b)最大加速度分布（合成）

※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。

a)震度分布 b)最大加速度分布（合成）

    る地すべりの分布 

a)震度分布 b)最大加速分布（合成）

※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。

a)震度分布 b)最大加速分布（合成）

※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。

 図－８ 能登半島地震の震度、最大加速度分布と地震 

     による地すべりの分布 
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※震度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータによる。

 図－９ 中越沖地震の震度、最大加速度分布と地震に   

     よる地すべりの分布 
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  図－10 岩手・宮城内陸地震の震度、最大加速度分  

      布と地震による地すべりの分布 

  以上の結果、4つの地震による地す

べりは震度５強以上で発生し、最大

加速度500 gal以上の分布域に93.3

％が発生した。 

3.1.3.3 震央からの距離と地すべり

の分布及び面積 

図－11a)、b)は、各地震の震央か

ら地すべりまでの距離と地すべりの

面積との関係をそれぞれ示したもの

である。中越地震については、地す

べりは震央から28 km以内で発生し、震央から離れる

ほど地すべりの規模が小さくなる傾向が認められる。

岩手・宮城内陸地震については、地すべりは震央より

約25 km以内で発生し、震央から離れるほど地すべり

の面積が小さくなる傾向が認められる。 

   図－11 震央からの距離と地すべりの面積 

能登半島地震については、地すべりは震央から39 km

の範囲で発生した。地すべりの面積は、震央から離れ

るほど小さくなる傾向がある。中越沖地震について

は、地すべりは震央から30 km以内の範囲で発生し、

震央から遠く離れた位置に面積の大きな地すべりが

存在し、震央から離れるほど地すべりの面積が小さく

なる傾向は認められない。 

これらのことから、地すべりは震央から26～

39 km 以内の範囲で発生するものの、地すべり

の面積は地震によっては震央から離れるほど小

さくなるとは言えない結果となった。 

認

3.1.3.4 震源断層からの距離と地すべりの分布

及び面積 

図－12は、震源断層からの距離と地すべりの

面積との関係を示したものである。中越地震に

ついては、図－12a)に示したように地すべりは

震源断層から約 22 km の範囲内で発生した。震

源断層から約 6.3 km の位置で面積が最大の地すべり

が発生し、6.3 km以遠については震源断層から離れる  
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図－12 震源断層からの距離と地すべりの面積 

ほど面積の大きな地すべりの発生は認められない。ま

た、震源断層の下盤側で発生した地すべりは、上盤側

で発生したものに比べて面積が小さい傾向が認めら

れる。 

岩手・宮城内陸地震については、

図－12a)に示すように地すべりは震

源断層から約15 km の範囲で発生し

た。震源断層から3.6 kmの位置で面

積が最大の地すべりが発生し、3.6 

km 以上については震源断層から離

れるほど地すべりの最大面積が小さ

くなる傾向を示した。また、中越地

震と同様に、震源断層の下盤側で発

生した地すべりは、上盤側で発生し

たものに比べて面積が小さい傾向が
a)中越地震、岩手・宮城内陸地震 b)能登半島地震、中越沖地震
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められる。 

能登半島地震については、図－12b)に示したよう

に、地すべりは震源断層から30 km以内の範囲で発生

した。震源断層から約 6.2 km の位置で面積が最大の

地すべりが発生し、6.2 km以遠は震源断層から遠くな

るにつれ地すべりの最大面積が小さくなる傾向が認
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められる。また、震源断層の下盤側で発生した地すべ

り

が最大の地す

べ

盤

源断層近くで

生率も高

逆断層）の位置は地震予知総合研究振興会10)の

すべりと同様に震央からの距離よりも

すべりの多発範

予測する

こ

方向への

の面積は、上盤側で発生したものに比べて小さい傾

向が認められる。 

中越沖地震については、図－12b)に示したように、

地すべりは震源断層から約 28 km の範囲内で発生し

た。震源断層から 8.9 km の位置で面積

りが発生し、震源断層から離れるほど地すべりの最

大面積が短くなる傾向が認められる。 

以上の結果、震源断層から4.0～9.0 km程度

面積の地すべりが発生し、それ以上について

は地すべりの面積が小さくなる傾向がみられ

た。また、震源断層から5 km以内の範囲につ

いては最大面積の地すべりは発生していない

ことから、震源断層に近いほど地すべりの面

積が長くなるという訳ではないことも明らか

になった。この他、地すべりは震源断層の上

で最大

震源断層からの距離に強く影響されていることが推

測される。 

側で多発し、その面積は下盤側で発生した

ものに比べて大きくなる傾向が認められた。 

このように、震央からの距離よりも震源断

層からの距離が地すべりの面積に影響を及ぼしてい

る可能性が示されたが、震源断層に近い範囲に地すべ

りが発生しやすい地形、地質があったためにこのよう

な結果となった可能性も考えられる。そこで、震源断

層から一定距離の範囲毎に、地すべりの発生率と斜面

勾配、平均斜面勾配、地質構成との関係を調べた。し

かしながら、震源断層から 5 km の範囲毎の平均斜面

勾配と地すべり発生率の間には関連性が認められな

かった。また、震源断層に近い範囲に地すべりが発生

しやすい地形、地質があったために、震

面積の大きな地すべりが発生し、地すべり発

くなったとは言えないと考えられた。 

3.1.3.5 善光寺地震による地すべりの分布 

 歴史地震である1847年の善光寺地震（M7.4、逆断

層型地震）により発生した地すべり分布の特徴と震源

断層や震央との距離の関係について分析し、前述の４

つの地震についての分析結果との適合性を検討した。 

 図－13には、調査範囲を示した。調査範囲における

善光寺地震で発生した地すべりの分布図は、斉藤ら8)

及び中央防災会議9)の調査結果をもとに、空中写真判

読や現地調査を行い作成した。また、震源断層（北西

傾斜の

結果を、震央の位置は宇佐美11)の結果をそれぞれ用い

た。 

 図－14は、震源断層からの距離と地震で発生した地

すべりの長さとの関係を示したものである。地すべり

は、震源断層から23 kmの範囲内で発生している。ま

た、地震による地すべりは震源断層の上盤側で多く発

生（88.6％）し、その面積は下盤側のものに比較して

大きいことや震源断層から離れるほど小さくなる傾

向が認められる。これらのことから、善光寺地震によ

る地すべりの発生は、前述した中越地震などの４つの

地震による地

 

      図－13 調査範囲 
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図－14 震源断層からの距離と地すべりの長さ 

 以上の結果、地震による地すべりの発生は震央より

も震源断層に強く影響されると考えられることから、

内陸における逆断層型地震による地

囲は、断層モデルなどの震源断層に基づいて

とが有効であると考えられる。 

3.2 逆断層周辺で地すべりが多発する範囲 

地震による地すべりは震源断層の上盤側で数多く

発生していることから、震源断層から上盤側

距離階における地すべりの分布状況を調べ、地震によ

る地すべりの多発範囲について検討した。 

図－15a)には、中越地震の地すべり多発範囲を示し

た。震源断層から上盤側の10 kmの範囲Aには地すべり

が205箇所（56.6%）発生し、15 kmの範囲（A＋B）に
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は299箇所（82.6%）、20 kmの範囲（A+B+C）には315

箇所（83.7%）発生している。また、岩手・宮城内陸

地震では、上盤側20 kmの範囲に93.4%の地すべりが発

生している。一方、能登半島地震及び中越沖地震では、

上盤側20 kmの範囲での地すべり発生率が前者で     

にする必要が

象に地すべ

発生との関連

 図－15 逆断層型地震による地すべりの多発範囲 

13.3%、後者で50.0%となっており、中越地震及び岩手

・

囲B’とした場合、A’+B’の範囲には発生した

地

は88.8%、

m と震源断層両端

す

約95％近くを含む範囲

り

る

率は、

長に占める侵食地

、(1)式により求め

／Ｌ×100（％）     (1) 

と、側部が侵食谷などの谷地形

     

 

ついては国土地理院技術資料Ｄ･1－

宮城内陸地震に比べて小さい値を示した。これは、

震源断層の一部が海底にあることに関係していると

考えられる。 

震源断層の走向方向の延長上にも地すべりが発生

しており、震源断層からの距離に加えて断層走向方向

に適当な距離をとり、多発範囲を拡大する必要がある

と考えられる。図-15b)には、中越地震による震源断

層の上盤側と走向方向における地すべり発生箇所数

と割合を示した。震源断層の走向方向に5 kmの距離を

取り範

すべりの89.2%、C’として範囲を走向方向に10 km

延長した場合、A’+B’+C’の範囲には93.6%が含まれ

た。 

この他、地すべり面積10,000m2以上のものについて、

地すべり多発範囲を図－15a)、b)に設定した場合の各

範囲に発生した地すべりが含まれる割合を検討した

結果、図－15a)設定では88.1%の地すべりが含まれる

のに対し、図－15b)設定では96.2%の地すべりが含ま

れた。図－15b)の設定方法を他の地震に適用した場

合、能登半島地震では66.7%、中越沖地震で

岩手・宮城内陸地震では93.4%が含まれた。また、能

登半島地震を除けば、面積10,000m2以上の地すべりの

約90%が図－15b)の設定範囲に含まれた。 

 以上のことから、地震（M7.0前後）による逆断層周

辺における地すべりの多発範囲は、震源断層上盤側に

おいて震源断層上端からの距離 20k

を走向方向に各々10km 延長してできた矩形範囲と

ることで、発生する地すべりの

の設定ができることが示された。 

3.3 地震による地すべり発生危険度評価法の検討 

3.3.1 危険度評価要因の検討 

 地震による地すべりの発生危険度評価手法を構築

するためには、地すべり発生場の地形的特徴を明らか

ある。Ｈ20年度は、新潟県中越地震を対

縁辺部の侵食状態と地震時の地すべり

性について検討した。その結果、地震前

に明瞭な地すべり地形（空中写真上で

地すべりの縁辺部が明瞭なもの）を呈

している箇所については、地すべり縁

辺部の侵食率（縁辺侵食率とする）が

地震時の地すべり発生に関連してい

ことが示された。なお、縁辺侵食

a)震源断層の上盤側 b)震源断層の上盤側a)震源断層の上盤側 b)震源断層の上盤側 地すべり地形の縁辺及び走向方向及び走向方向

形長の割合と定義し

た。 

 Ｅ＝  ℓ

  ここで、Ｅ：縁辺侵食率(％) 

       ℓ ：侵食地形長(ｍ) 

      Ｌ：地すべり縁辺長(ｍ) 

である。 

 また、図－16には、侵食地形長と地すべり縁辺長を

示した。侵食地形長は、地すべり斜面末端が河川や谷

に面する部分の縁辺長

を呈する谷線の長さ

線 の 長 さ は 、 １

間口より奥行きの方が

 Ｈ21年度は、Ｈ

20 年度に引き続

き新潟県中越地震

と岩手・宮城内陸

地震を対象に、不

明瞭な地すべり地

形（空中写真上で

を合計したものである。なお、谷

次 谷 の 判 定 基 準 と 同 様 に

大きくなっている範囲とした。

地すべりの縁辺部

が不明瞭なもの）

をも含む全ての地

震前の地すべり地  図－16 浸食地形長と縁辺長 

形について、縁辺侵食率と地震時の地すべり発生との

関連性を検討した。なお、中越地震についての検討範

囲は芋川流域とその周辺の地すべりとし、地震前

（1975、1976年撮影）と直後の空中写真と地形データ

（DEM）をもとに判読できる範囲とした。また、岩手

・宮城内陸地震に

№541「平成20年（2008）岩手・宮城内陸地震 1:25,000

詳細活断層図（活断層･地形分類及び地形の変状）」12)

に示された範囲とし、地すべり地形は資料に示された

縁辺長

侵食地形長

Ａ

縁辺長

侵食地形長

Ａ
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ものを用いた。 

 表－３には、検討に用いたデータについて示した。

検討に用いた地すべり地形のデータ数は2,023箇所で

あり、中越地震が1,050箇所（地すべり非発生箇所数

 図－17は、縁辺侵食率と地震時の地すべり発生有無

別箇所数、地すべり発生率との関係を示したものであ

る。地すべり発生率は縁辺侵食率50％未満では２～５

％であるが、それ以上では９～11％を示している。こ

のことから、縁辺侵食率は、不明瞭な地すべり地形を

含めても、地すべり発生率が縁辺侵食率の増大ととも

に大きくなる傾向があり、危険度評価要因として有用

であると考えられる。 

982、地すべり  表－３ 検討に用いたデータ 

発生箇所数

68）、岩手

・宮城内陸

中越地震が

973 箇 所

（地すべり非発生箇所数948、地すべり発生箇所数25）

である。 
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移動層が攪乱され、地質構造も破壊･

と考えられるため、侵食最大深と下端勾配

。そのため、要因には下

の箇所

。そこで、要因毎に地すべり発生の有

無別箇所数、地すべり発生率との関係図を作成し、危

険度評価法について検討した。 

 図－18には、縦断的凸度と地すべり発生の有無別箇

所数、地すべり発生率との関係を示した。地すべり発

生率は、縦断的凸度０～0.6 未満では３％、0.6～1.0

未満では４～７％、1.0以上では13％になっており、

縦断的凸度と地すべり発生率との関係をこの３つに

区分できる。 

 図－17 縁辺侵食率と地すべり発生率との関係 

平成 19 年度に提案した地震時地すべり発生危険度評

価法では、危険度評価要因として地質、地質構造、縦

断的凸度、侵食最大深、下端勾配を用いたが、その妥

当性を再度検討した。その結果、地質については、 

中越地震の発生域が砂岩、泥岩、シルト岩などの堆積

岩類の分布域であるのに対して、岩手・宮城内陸地震

の発生域は堆積岩類と火山岩類の分布域であるなど、

地質が地震発生地域毎に異なるため、一般的要因には

なりにくいと考えられた。地質構造については、地す

べり地形内では

攪乱されている。ここでは、地すべり地形内での地す

べり発生を対象としているため、地質構造は地すべり

発生要因にならないと考えられた。侵食最大深は、そ

の値が大きいほど斜面下端の侵食も進み下端勾配も

大きくなる

は関連性があると考えられた

端勾配を用いることにし、侵食最大深は要因から除く

ことにした。 

 これらのことから、平成 19 年度に提案した危険度

評価要因から地質、地質構造、侵食最大深を除き、新

たに地すべり縁辺部侵食率を加え、危険度評価要因と

して縦断的凸度、下端勾配、縁辺侵食率を用いること

にした。 

3.3.2 危険度評価法の検討 

 図－18、19には、危険度評価要因とした縦断的凸度

及び下端勾配に関する地すべり発生の有無別
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合計

中越地震 982 68 1,050

岩手・宮城
内陸地震

948 25 973

合計 1,930 93 2,023

数を示した。地すべり発生の有と無の箇所数は、縦断

的凸度及び下端勾配の全区間にわたり同様な頻度分

布をしており、多変量解析法を用いても要因の値の大

小により地すべり発生の有無を判別することは困難

であると考えられた。図－17 の縁辺侵食率について

も、同様である
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係を示した。地すべり発生

率は、下端勾配０～10°未満では２％、10～25°未満

では３～４％、25°以上では６～12％になっており、

下端勾配と地すべり発生率との関係をこの３つに区

分できる。 

図－18 縦断的凸度と地すべり発生率との関係 

 図－19 は、下端勾配と地すべり発生の有無別箇所

数、地すべり発生率との関
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 図-17に示したように、縁辺侵食率については50％

未満が地すべり発生率５％以下であり、50％以上では

９～13％を示し、縁辺侵食率と地すべり発生率との関

係を２つに区分できる。 

 これらのことから、危険度評価法は、各要因と地す

べり発生率との関係をもとに各要因の範囲を区分し、

区分された範囲毎に配点して、その合計得点により危

険度評価を行うことにした。 

65

151

303

386
417

279

175

103

51

711151811161131
0 0

非発生 発生

10

12

8

6

22
3

44
100

200

300

400

500

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 40

箇
所

数

5

10

15

20

地
す

べ
り

発
生

率
（
％

）

0～
5

5
10

10
15

15
20

20
25

25
30

30
35

35
40 ～

下端勾配（°）

発生率（％）

    

6～1.0未満

を１点、 いては

０～10°未満を０点、10～25°未満を1点、25°以上

を２点とした。地すべり縁辺部侵食率については 50

％未満を０点、50％以上を２点とした。 

 表－４ 危険度評価要因の配点数 

 

図－19 下端勾配と地すべり発生率との関係 

 表－４には、危険度評価要因の配点数を示した。な

お、各要因における地すべり発生率の最大値は12～13

％であり、ほぼ同じことから要因の地すべり発生に対

する寄与率は同等と考え、各要因に対する 

配点数の重みも同等とした。各要因の配点数は、縦断

的凸度については０～0.6未満を０点、0.

1.0 以上を２点とした。下端勾配につ

0点 1点 2点

縦断的凸度 0～0.6未満 0.6～1.0未満 1.0以上

下端勾配 0～10°未満 10～25°未満 25°以上

縁辺侵食率 50％未満 － 50％以上

危険度判定要因
配　　点

 

 図－20は、表－３をもとに各地すべり地形の点数付

けを行い、点数と地すべり発生の有無別箇所数、地す

べり発生率との関係に整理して示したものである。地

すべり発生率は点数０～２では１～３％、点数３では

５％、点数４～６では12～30％となっており、地すべ

り発生率は点数の増大とともに大きくなり、点数と地

すべり発生率との関係を３つに区分できる。これらの

 

ことから、地すべり発生危険度ランクは点数４～６を

Ａランク（地すべり発生危険度大）、点数３をＢラン

ク（地すべり発生危険度中）、点数０～２をＣランク

（地すべり発生危険度小）に区分することにした。 

 図－21 には、平成 19 年度に提案した地震時地すべ

り発生危険度評価法により中越地震の地すべり地形

741 箇所について危険度評価実施結果を示したもので

ある。地すべり発生率は点数０～４では 0～10％（Ｃ

ランク）、点数５～８では５～11％（Ｂランク）、点

数９～10 では 25～30％（Ａランク）となっており、

点数と地すべり発生率との関係をこの３つに区分し

ている。平成 19 年度の結果と今回の危険度評価結果

である図－20を比較すると、今回の結果では地すべり

発生率の最大値が30％で変わらないが、点数の増大に

  

 

ともなう地すべり発生率の上下動がなく安定してい

ることが分かる。これらのことから、今回の危険度評

価法は、前回の提案したものに比べて改善されている

ことが分かる。 

非発生

図－20 点数と地すべり発生率との関係 

図－21 H19提案手法による点数と地すべり発生率と 

    の関係 

 図－22は、空中写真上で地すべり地形が明瞭なもの

について、縁辺侵食率と地すべり発生の有無別箇所

数、地すべり発生率との関係を示したものである。な

お、地すべり地形が明瞭なものの箇所数は、中越地震
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が 96箇所（地すべり発生箇所31、非発生箇所65）、

岩手・宮城内陸地震が80箇所（地すべり発生箇所７、

非発生箇所73）である。地すべり発生率は、縁辺侵食

率 40％未満では６％以下であり、それ以上では 22～

の手法の比較では、H19でＢランクのものがH21

い。 

から、地震による地すべり発生危険度評

表－４をもとに各地すべり地形の点数付

島地震、岩手･宮城内陸地震、善光寺地

震

り

り

下

も震源断  

て 

 

された。 

 

) 形を呈する場合、縁辺侵食率 

 

 

５．今後の課題 

 今後は、第三紀 地域における地す

上

 

 

ジ： 

閲覧） 

9

けを行う手法を提案する。また、地すべり地形が明瞭

なものについては、縁辺侵食率による危険度評価法を

提案する。 

４．まとめ 

 H21 年度は、逆断層型地震である中越地震、中越沖

地震、能登半

74％を示している。このことから、明瞭な地すべり地

形を呈する地すべりの危険度評価では、縁辺侵食率40

％を境に地震による地すべりの発生の危険度を、Ａラ

ンクとＣランクに区分できることが分かる。 

で発生した地すべりについて、震源断層と地震によ

発生した地すべりとの関係及び地震による地すべ

の危険度評価判定法ついて検討した。その結果を以
発生率（％）

 図－22 明瞭な地すべり地形における縁辺侵食率  

     と地すべり発生率との関係 

 表－５には、地震により発生した地すべりの中で規

模の大きな地すべりの危険度評価結果を示した。H19

とH21

でＡランクになっているものがあり、手法の改善が認

められる。岩手・宮城内陸地震についてはＢランクに

なっており、中越地震のものに比べて評価精度が悪

 また、明瞭な地すべり地形を呈したものの縁辺侵食

率による危険度評価法では、中越地震については全て

Ａランクになっている。また、岩手・宮城内陸地震   

表－５ 危険度評価結果 

    

  (5

    

  

については荒砥沢がＢランクからＡランクになって

いるが、沼倉裏沢がＣランクになっており、中越地震

のものに比べて評価精度が悪い。 

 以上のこと

価法として、

に示す。 

(1)地震による地すべりの発生は震央より

   層に強く影響されると考えられることから、内 

   陸における逆断層型地震による地すべりの多発 

   範囲は、断層モデルなどの震源断層に基づいて 

   予測することが有効と考えられる。 

 (2)地震（M7.0前後）による逆断層周辺における地  

     すべりの多発範囲は、震源断層上盤側におい

     震源断層上端からの距離20kmと震源断層両端を 

     走向方向に各々10km延長してできた矩形範囲と 

     することで、発生する地すべりの約95％近くを

     含む範囲の設定ができることが示

  (3)危険度評価要因として、縁辺侵食率が不明瞭な 

   地すべり地形を含めても、地すべり発生率が縁 

     辺侵食率の増大とともに大きくなる傾向があ 

     り、有用であると考えられる。 

 (4)危険度評価要因として地すべり地形の縦断的凸 

     度、下端勾配、縁辺侵食率を用い、各要因の範 

     囲を区分し配点して、その合計得点により危険 

度判定を行う方法を提案する。 

明瞭な地すべり地

40％を境に地震による地すべりの発生の危険性 

の有無を区分できる可能性があり、縁辺侵食率 

による危険度評価法を提案する。 

層地すべり

べり危険箇所マップ作成法の検討と、新潟県

越地区での試案の作成を行う予定である。
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